
書式第 12号 (法第28条関係) 事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果
令和 2年度は、新型コロナウィルスの影響によリシンポジウムは行わず、3回のWEBセ ミナーの実
施、定例会の開催、ホームページやメールマガジンによる情報発信を進めて参りました。オンラインに

よる活動が中心となりましたが、そのような中でも建設分野における分布型光ファイバひずみセンサ導

入のためのマニュアル作成、光産業技術振興協会での技術資料の提案、土木学会情報学シンポジウム投

稿が採択されるなどの成果を得ました。

令和 3年度も、各種事業を継続的、発展的に実施することによって、よリー層、光ファイバセンシン

グ技術を通じた地域の安全、情報化社会の発展及び科学技術の振興を目指して参ります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1,289 】千円)
疋秋 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

実盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)光 ファイ
バセンシング
技術の普及 0

啓発及び推進
に関する事業

光ファイバセンシング技

術についての、ホームペ

ージ、メールマガジンを

通じた情報の提供及び 3

0件の相談対応

通年
法人

事務所内
1名

一般市民

及び光フ

ァイバセ

ンシング

技術関係

者

約

700人
1,289

光ファイバセンシング技

術の普及啓発を目的とし

た、光ファイバ入門書の

発行及びPDF版 による
提供

通年
法人

事務所内
2名

一般市民

及び光フ

ァイバセ

ンシング

技術関係

者

不特定

多数

情報公開及び交流の促進

を目的とした、シンポジ

ウムの企画 (本年度は中

止 )



光ファイバセンサ標準化

を目的とした、光ファイ

バ専門部会活動への参加 通年
法人

事務所内
8名

光ファイ

バセンシ

ング技術

関係者、

団体

不特定

多数

情報公開及び交流の促進

を目的とした、WEBセ

ミナーの企画、開催

令 和 3年

1月 29日

2月 25日

6月 10日

法人

事務所内
8名

一般市民

及び光フ

ァイバセ

ンシング

技術関係

者

142人

光ファイバセンシング技

術の推進を目的とした見

学会の企画 (本年度の実

施は見送り)

オプ トロニクス社主催の

OPIE'21へ の出展
令和 3年

6月

神奈川 県

横浜市

パ シフ イ

コ横浜

2名

光ファイ

バセンシ

ング技術

関係者、

団体

約 30人

(2)光 ファイ

バセンシング

技術について

の研究 0開発

及びその公表

に関する事業

光ファイバによる橋梁モ

ニタリング調査業務の実

施継続

3月 20日 の官城県沖地

震に関するデータを国総

研に提供

気仙沼湾横断橋への光フ

ァイバによるモニタリン

グの提案、調査継続

通年

官城県

気仙沼市

気仙沼

大島大橋

新潟県

妙高市

妙高大橋

6名 一般市民
不特定

多数
0

(3)光 ファイ

バセンシング

技術者の育成

に関する事業

事業開始に向けた調査、

情報の収集などの実施

通年
法人

事務所内
1名

光ファイ

バセンシ

ング業界

関係者

不特定

多数
0



光ファイバセンシングに

関する表彰制度の運営、

選定 年 1回
法人

事務所内
15名

光ファイ

バセンシ

ング技術

関係者

不特定

多数

(4)光 ファイ

バセンシング

技術について

の検定試験の

実施及び技術

認定に関する

事業

事業開始に向けた調査、

情報の収集などの実施

通年
法人

事務所内
1名

光ファイ

バセンシ

ング業界

関係者

不特定

多数
0



令和 2年 7月 1日 から令和 3年 6月 30日 まで

壼週:り1ヨ壼[出匿動迭△】笠ZLz=」 L`i:ヒ」と_Z∠望

`」

:観:則盤金

令和2年度 活動計算書
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令和2年度 貸借対照表

令和3年6月 30日 現在

科 F

11,169,766
23,016
200,000
1,564
0

11.394,346

ｎ
Ｖ

＾
Ｕ

∩

Ｖ

60,000
60,000
60.000

11

155,781

3,955,000

4.115,886

＾
υ

6,605,332
733,128

7

11

I 資産の部
1流動資産
現金預金
棚卸資産
前渡金
前払費用
未収入金
流動資産合計
2固定資産
(1)有形固定資産
工事器具備品
減価償却累計額
有形固定負債合計

(2)投資その他の資産
保証金
投資その他の資産合計
固定負債合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
未払金
未払消費税
前受金
預り金
流動負債合計

2固定負債
固定負債合計
負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増加額
正味財産合計
負債及び正味財産合計

単位 :円
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令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活 法 人光ファイバセ ンシン 協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO
法人会計基準協議会)によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は、原価基準により評価方法は総平均法によつています。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は7,338,460円 ですが、そのうち1,239,700円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は5,365,643円 です。

管理部門 合計

光ファイバセ
ンシング技術
についての検
定試験の実施
及び技術認定
に関する事業

事業部門計

光ファイバセ
ンシング技術
の普及・啓発
及び推進に関
する事業

光ファイパセ
ンシング技術
についての研
究 。開発及び
その公表に関
する事業

光ファイバセ
ンシング技術
者の育成に関
する事業

科 目
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I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3:受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
法定福利費
人件費計
(2)その他経費
広告宣伝費
通信運搬費
事務用品費
会議費
旅費交通費
印刷製本費
諸会費
支払手数料
賃借料
租税公課
支払報酬料
寄附金
その他事業費
その他管理費
|  その他経費計
1 経常費用計

1 当期経常増減額

備考期末残高期首残高 当期増加額内容
1,239,7001,239,689 11

ｎ

ｖ

11
ハ
υ 1,239,700

国際会議運営事業
合計 1,239,689
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令和 2年度 財産 目録

令和3年6月 30日 現在

盤1症』塗墜麟望塑宣△光Z乙セ1主堕i44α劉國則麓金

科   目
I 資産の部
1流動資産
現金預金
前渡金
前払費用
未収入金
棚卸資産
流動資産合計
2固定資産
工事器具備品
減価償却累計額
固定負債合計

3投資その他の資産
保証金
固定負債合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
未払金
未払消費税
前受金
預り金
流動負債合計

2固定負債
長期借入金
固定負債合計
負債合計

正味財産

11,169,766
200 000
564
0

1,

23,016
11,394,346

115 886

0
0

0

60,000
60,000

155,781
0

3,955,000
5,105

4,115,886

0
0

7.338.460



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 2年度年間役員名簿 Jl言篇糖虐ぢF辮転:ξ鮒錦羅潮甜1蹴塀所並

特定非営利活動法人光ファイバセンシング振興協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに〇

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

〔饗里)・ 監事
(ナカムラ ケンタロウ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年中村 健太郎

〔コB)・ 監事
(アタ
゛
チ ショウシ
゛
) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日足立 正三

(憂彊)・ 監事
(コマツヤストシ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月 日

日年 月小松 康俊

‘
４ 〔亘ヨ)・ 監事

(ヤマンタ ヒテ
゛
トシ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年山下 英俊

ｒ
ａ 〔理曇)・ 監事

(ミワ シケ
゛
ル) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年三輪 滋

ｂ́ 〔理曇)。 監事
(タハ
゛
タ カス
゛
フミ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日田畑 和文

７
〓 衝巨重>監事

(悴モトカス
゛
ミ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年山本 一美

０
０ (理ヨ)・ 監事

(r:/ rizto) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年   月   日

年  月  日横田 善弘

Ｑ

ν 〔璽 )・ 監事
(マチシマ ユウイチ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

年 日町島 祐一

10 ∈璽弱〉監事
(ムラヤマ ヒテ

゛
アキ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年村山 英晶



11 ① 監事

(ヤマテ ツトム) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月 日

日年 月山手 勉

12 (理ヨ∋〉監事
(アラシタニ ヨシヒロ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月 日

日月新子谷 悦宏

13 ① 監事

(コウ コウ)
令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

年 日

HUANG
HUANG
(黄 墳)

14 理事〇

(モリ タカユキ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

日年森 孝之

15 理事く冨置)
(ヤマタ
゛
 トシユキ) 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日山田 利行

16 理事・監事
年 月 日

年 月 日

年 月

月

日

日年

17 理事・監事
年 月 日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

18 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

19 理事・監事
年

年

月  日

月  日

年

年

月

月

日

日

20 理事・監事
年

年

月  日

月  日

年 月

月

日

年 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人±2z望2i」ニユ≧生≧生2握里」囲L金

氏   名

沖電気工業株式会社

代表取締役 鎌上 信也

2

横河電機株式会社

代表取締役社長

3
株式会社KSK

代表取締役 山下 英俊

4

飛島建設株式会社

代表取締役社長

乗京 工弘

5

古河電気工業株式会社

代表取締役社長

小林 敬一

6

株式会社構造計画研究所

代表取締役社長

服部 正太

7

前田工繊株式会社

代表取締役社長

前田 尚宏

8
株式会社レーザック

代表取締役 町島 祐一

9

長野計器株式会社

代表取締役社長

佐藤 正継

10

新川電機株式会社

代表取締役社長

新川 文登

11

静岡沖電気株式会社

代表取締役社長

嶋田 宏

12 中村 健太郎



13 小松 康俊

14 田畑 和文

15 村山 英晶

16
HUANG HUANG
(黄 瑛 )


